
新型コロナウイルスの感染拡大防止の為、当日のご来場はできる
だけお控えいただき、書面による議決権行使の積極的なご利用を
ご検討ください。
なお、株主総会にご出席される株主様は、開催日当日の感染状況
やご自身の体調をお確かめのうえ、マスク着用などの感染予防に
ご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申しあげます。
定時株主総会の運営に変更が生じた場合は、当社ウェブサイト
（https://www.kitakoudensha.co.jp）に掲載いたしますので、
ご出席の際はご確認ください。

※本年は株主総会ご出席者へのお土産を取りやめさせていただ
　きます。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

新型コロナウイルスへの対応について

● 決議事項令和2年6月25日（木曜日）
午前10時

日時

札幌市中央区北11条西23丁目２番10号
株式会社北弘電社
本社  8階会議室

場所
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証券コード 1734
令和２年６月５日

株 主 各 位
　

札幌市中央区北11条西23丁目２番10号
株 式 会 社 北 弘 電 社
代表取締役社長 脇 田 智 明

　
第70回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第70回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　

　なお、新型コロナウイルスの感染拡大防止の為、当日のご来場はできるだけお控えいただき、書面による議決
権行使の積極的なご利用をご検討ください。書面により議決権を行使する場合は、お手数ながら後記の株主総会
参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、令和２年６月24日（水曜日）午後
５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
記

　

1． 日 時 令和２年６月25日（木曜日）午前10時
2． 場 所 札幌市中央区北11条西23丁目２番10号

株式会社北弘電社 本社 ８階会議室
3． 目 的 事 項

報 告 事 項 第70期（自平成31年４月１日 至令和２年３月31日）事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 定款一部変更の件
　第３号議案 取締役６名選任の件
　第４号議案 監査役３名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件
　第６号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上

◎本年は株主総会ご出席者へのお土産を取りやめさせていただきます。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総会にご出席いただけます。
ただし、代理権を証明する書面の提出が必要となりますのでご了承ください。
◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.kitakoudensha.co.jp）に掲載させていただきます。
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【添付書類】
事 業 報 告

（自平成31年４月１日 至令和２年３月31日）

1． 会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果
　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大による経済活動の停滞とそれに伴う世界経済見通しの大幅な下方
修正、国内における緊急事態宣言の影響などにより、当期におけるわが国経済は、終盤にきて急減速し停滞
の局面を迎えつつあります。
　北海道経済におきましても、新型コロナウイルスの影響は大きく、観光関連産業は急速に冷え込み、個人
消費も弱い動きになるなど各方面で景気の下押し圧力が見られ、今後の経済動向を注視していく必要が生じ
ております。
　年度終盤でのこのような環境変化を受けつつも、当社は、太陽光発電設備工事の受注や一部完成に加え、
受注済工事案件の追加工事の発生、新規案件の受注などにより、売上高は155億65百万円で前年比17.3％
の増収となりました。損益につきましては、経常利益は5億円で前年比1億43百万円の増益、当期純利益は3
億26百万円で前年比1億70百万円の増益となりました。

　部門別の状況は次のとおりであります。
【屋内配線工事】
　期中完成工事案件の追加工事の発生や新規案件の受注等により、売上高は105億58百万円となり、前年比
23億90百万円（29.3％）の増収となりました。

【電力関連工事】
　通信関連工事の受注拡大により、売上高は34億72百万円となり、前年比1億93百万円（5.9％）の増収と
なりました。

【FA住宅環境設備機器】
　設備機器物件の減少により、売上高は12億40百万円となり、前年比59百万円（4.6％）の減収となりま
した。

【産業設備機器】
　設備機器物件の減少により、売上高は2億92百万円となり、前年比2億23百万円（43.3％）の減収となり
ました。
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部 門
前期（第69期） 当期（第70期）

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

工
事
部
門

千円 ％ 千円 ％
屋 内 配 線 工 事 8,167,507 61.6 10,558,449 67.8

電 力 関 連 工 事 3,279,547 24.7 3,472,951 22.3

小 計 11,447,054 86.3 14,031,400 90.1
商
品
販
売
部
門

FA 住 宅 環 境 設 備 機 器 1,300,561 9.8 1,240,857 8.0

産 業 設 備 機 器 516,510 3.9 292,997 1.9

小 計 1,817,071 13.7 1,533,855 9.9

合 計 13,264,126 100.0 15,565,255 100.0
　

（注） 部門別の金額は千円未満を切り捨てし、合計値はすべてを集計の後、千円未満を切り捨てております。
　
（2）設備投資等の状況
　当期における重要な設備投資はありません。

　
（3）資金調達の状況
　該当事項はありません。

　
（4）事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

　
（5）他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

　
（6）吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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（8）財産及び損益の状況の推移
　

期 別

区 分

第67期 第68期 第69期 第70期
平成28年４月から
平成29年３月まで

平成29年４月から
平成30年３月まで

平成30年４月から
平成31年３月まで

平成31年４月から
令和２年３月まで

受 注 高 (百万円) 12,801 12,248 14,437 13,118
売 上 高 (百万円) 14,090 13,754 13,264 15,565
経 常 利 益 (百万円) 75 577 356 500
当期純利益又は当期純損失（△） (百万円) △55 403 156 326
１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） (円) △88.56 639.01 247.45 518.29
純 資 産 (百万円) 5,810 6,145 6,204 6,413
総 資 産 (百万円) 9,545 10,949 9,402 10,006

　

（注） 平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を行っております。これに伴
い、第67期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純
損失を算定しております。
　

（9）対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、再生可能エネルギー市場が大幅に縮小し、電力システム改革による設備投
資への影響が不透明なことに加え、深刻な労働者不足、経営に大きなインパクトを与えると予想される働き
方改革の推進や新型コロナウイルスの感染拡大に伴う世界的な経済への影響など、内外ともに当社をとりま
く経営環境は、厳しく不確実な状況が続きます。
　当社はこのような状況に対処するため、以下の項目につき従来以上の強化・徹底に努めてまいります。
　①働き方改革の推進
　②適正な受注量と利益率の向上
　③高度技術者・経営者育成システムの構築
　④コンプライアンスと安全確保への取り組みの徹底
　⑤他部門との連携による経営資源の有効活用と成長戦略立案・実行
　⑥パートナー企業との関係強化による施工体制の強化
　株主の皆様には、常日頃のご支援に対しまして心から感謝申しあげますとともに、今後ともご支援賜りま
すようお願い申しあげます。

　
（10）重要な親会社及び子会社の状況

　該当事項はありません。
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（11）主要な事業内容
　

部 門 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容

工
事
部
門

屋 内 配 線 工 事 ビル・建築物の電気設備工事、上下水道・各種産業機械プラントの設備工
事、太陽光発電設備工事

電 力 関 連 工 事
送電線工事、地中送電線・地中配電線・地中通信線工事、
発・変電所の電気設備工事、建築物の空調自動制御システム工事、
情報通信ケーブル工事

商
品
販
売
部
門

FA住宅環境設備機器 標準機器製品、冷暖房設備、太陽光発電設備、ヒートポンプ、ビル電源機
器、電子機器等販売

産 業 設 備 機 器 電力設備機器、発電機車、情報通信システム、電線類及び管路材料等販売

　
（12）主要な事業所
　

名 称 所 在 地
本 社 札幌市中央区北11条西23丁目2番10号

支 社 函館（函館市）、旭川（旭川市）、東京（東京都台東区）、
釧路（釧路市）、帯広（帯広市）、苫小牧（苫小牧市）

　

　
（13）従業員の状況
　

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
男 子 186名 3名増 45.4歳 19.2年
女 子 28名 増減なし 44.5歳 13.7年
合 計 又 は 平 均 214名 3名増 45.3歳 18.5年

　

（注） 上記には、嘱託社員29名を含みますが、使用人兼務取締役1名は含んでおりません。
　
（14）主要な借入先
　 該当事項はありません。
　
（15）その他会社の現況に関する重要な事項
　 該当事項はありません。
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2． 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 2,280,000株
（2）発行済株式の総数 650,000株
（3）株 主 数 1,077名（前期末比3名減）
（4）大 株 主

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

三 菱 電 機 株 式 会 社 173,600 27.52
Ｂ ｌ ａ ｃ ｋ Ｃ ｌ ｏ ｖ ｅ ｒ Ｌ ｉ ｍ ｉ ｔ ｅ ｄ 37,400 5.93

北 弘 電 社 従 業 員 持 株 会 23,490 3.72

株 式 会 社 北 洋 銀 行 14,500 2.30

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 12,000 1.90

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 9,000 1.43

株 式 会 社 菱 弘 電 設 8,000 1.27

株 式 会 社 月 寒 製 作 所 7,500 1.19

能 美 防 災 株 式 会 社 7,160 1.14

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・株式会社弘電社口） 7,000 1.11
　

（注） 当社は自己株式19,232株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率に
ついては、自己株式を控除して算出しております。

　

（5）その他株式に関する重要な事項
　 該当事項はありません。
　
3． 会社の新株予約権等に関する事項
　 該当事項はありません。
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4． 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役（令和２年3月31日現在）

　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 脇 田 智 明

代表取締役常務 渡 邉 純 経営企画本部長

常 務 取 締 役 稲 村 尊 史 全社技術統括

取 締 役 馬 渕 直 樹 電力事業本部長

取 締 役 髙 橋 龍 夫 三菱電機株式会社 北海道支社長

常 勤 監 査 役 成 田 政 敏

監 査 役 桶 谷 治 弁護士

監 査 役 池 田 篤 義 三菱電機株式会社 関係会社部 経営企画担当部長
　

（注）1． 取締役 髙橋龍夫氏は、社外取締役であります。
2． 監査役 桶谷 治、池田篤義の両氏は、社外監査役であります。
3． 監査役 桶谷 治氏は、札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出
ております。

4． 監査役 成田政敏氏は、長年に亘り当社の経営企画部門に携わり、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。

5． 当事業年度中の監査役の異動
（1）監査役 池田篤義氏は、令和元年６月26日開催の第69回定時株主総会において新たに選任され就

任いたしました。
（2）当事業年度中に退任した監査役

（氏 名） （退任時の地位及び担当及び重要な兼職の状況） （退任年月日）
折居 尚之 監査役 三菱電機株式会社 関係会社部 経営企画担当部長 令和元年６月26日
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（2）取締役及び監査役の報酬等の総額
　

人 数 報酬等の総額

取 締 役 5名 70,637千円

監 査 役 4名 7,500千円

合 計 9名 78,137千円
　

（注）1． 上記のうち、使用人兼務取締役に対する使用人給与及び賞与相当額は含まれておりません。
2． 上記のうち、社外役員4名に対する報酬等の総額は1,260千円であります。
3． 上記のうち、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額11,900千円が含まれております。

　
（3）社外役員に関する事項
　 ① 取締役 髙橋龍夫
　 イ．重要な兼職先と当社との関係

・三菱電機株式会社 北海道支社長
　当社は、三菱電機株式会社の持分法適用会社であります。

　 ロ．特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

　 ハ．当事業年度における主な活動状況
当期開催の取締役会12回のうち11回に出席し、業務執行を行う経営陣から独立した客観的視点で、

議案・審議等につき適宜質問、助言を行っています。
　
　 ② 監査役 桶谷 治
　 イ．重要な兼職先と当社との関係
　 該当事項はありません。
　 ロ．特定関係事業者との関係
　 該当事項はありません。
　 ハ．当事業年度における主な活動状況

当期開催の取締役会12回のうち10回に出席し、また、当期開催の監査役会8回のうち8回に出席
し、適宜取締役会の意思決定の適正性を確保するため、質問、助言を行っています。
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　 ③ 監査役 池田篤義
　 イ．重要な兼職先と当社との関係

・三菱電機株式会社 関係会社部 経営企画担当部長
当社は、三菱電機株式会社の持分法適用会社であります。

　 ロ．特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

　 ハ．当事業年度における主な活動状況
令和元年6月の監査役就任以来当期開催の取締役会10回のうち8回に出席し、また、就任以来当期
開催の監査役会5回のうち5回に出席し、適宜取締役会の意思決定の適正性を確保するため、質問、助
言を行っています。
　

　
5． 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称
　 EY新日本有限責任監査法人
　
（2）会計監査人の報酬等の額
　 ① 当社が支払うべき報酬等の額 18,000千円
　 ② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,000千円
　

（注）1． 当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画における監
査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積もりの妥当性を検討した結
果、会計監査人の報酬につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2． 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区
分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

　
（3）会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した場合は、会計監査人
の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いた
します。
　また、監査役会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし
ます。
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6． 業務の適正を確保するための体制
（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社の基本方針である「企業理念」「社是」のもと、取締役及び使用人が法令・定款及び社会倫理を遵

守するため、「コンプライアンス規程」により、運営管理強化を行う。
② コンプライアンス規程に則って設置した「コンプライアンス委員会」において、コンプライアンス上の
重要な問題等を審議し、コンプライアンス体制の維持・向上を図り、啓蒙教育を実施する。

③ 当社は、内部通報規程を制定し、当社における法令違反等を早期に発見する体制を整備するとともに、
通報者が不利な取扱いを受けないように保護規定を設け適切に運用する。

　
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報を適正に記録し、法令及び「文書管理規程」等に基づき、定められた期間、
保存及び管理を行う。

　
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理体制の基礎として、「リスク管理規程」を定め、様々な損失の危険に対して、リスク毎に担当
部門を決定し、規程に従ったリスク管理体制を構築している。
　また、不測の事態が発生した場合には、取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行
い、損害の拡大を防止する体制を整える。
　
（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会を原則毎月１回定時に開催するほか、必要に応じ適宜臨時に開催するものとする。
② 取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等において、それぞ
れの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定める。

　
（5）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　親会社及び子会社から成る企業集団がありませんので、該当事項はありません。
　

（6）監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役の職務を補助すべき使用人を置きませんが、監査役が要請を行った場合には、内部監査部門所属の
使用人に、監査業務に必要な事項を命令することができることとする。
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（7）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
① 監査役より監査業務に必要な指示を受けた使用人は、その指示に関して取締役の指揮命令を受けないも
のとする。

② 当該使用人は当社の就業規則に従うが、当該使用人の指揮命令権は各監査役に属するものとし、異動・
処遇（人事評価を含む）等の人事事項については監査役と事前協議のうえ実施するものとする。

　
（8）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
① 取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、全社的に重大な影響を及ぼす事項につい

て、速やかに監査役に対し報告を行うものとする。
② 当社は、監査役への報告を行った通報者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないように保護規定を設け適切に運用する。

　
（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、必要に応じて会計監査人から会計監査の内容、内部監査部門から業務監査の内容について説
明を受けるとともに、情報の交換など連携を図るものとする。

② 監査役は、必要に応じ、弁護士等の外部専門家に助言等を求めることができ、その費用は会社が負担す
るものとする。

　
（10）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、業務の適正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当事業年度における運
用状況の概要は以下のとおりであります。
① 主な会議の開催状況として、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率
性を高めるため、当社と利害関係を有しない社外取締役及び社外監査役が出席の上、取締役会を12回開
催いたしました。また、監査役会は８回、経営会議は12回、コンプライアンス委員会は３回開催いたし
ました。

② 監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締役社長及び他
の取締役、内部監査部門、会計監査人との間で意見交換を行い、情報交換等の連携を図っております。

③ 内部監査部門は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務監査及び内部統制監査を実施いたし
ました。
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（11) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方と整備状況
　当社は、反社会的勢力排除に向けた体制として、「コンプライアンス規程」及び「反社会的勢力との関係
遮断に関する規則」を定め、それを基に総務部を事務局とする推進体制を構築し、反社会的勢力からの接触
及び不当要求に対して迅速に対応出来る体制を整備して反社会的勢力との絶縁を実践しております。

　
7． 会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、特に定
めておりません。
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貸 借 対 照 表
（令和２年３月31日現在）

（単位：千円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
売 掛 金
商 品
未 成 工 事 支 出 金
前 渡 金
前 払 費 用
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
電 話 加 入 権
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
その他の関係会社有価証券
出 資 金
従 業 員 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
会 員 権 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

8,551,072
2,268,599
929,010
4,644,260
325,038
15,395
123,835
80,293
23,034
109,916
34,187
△2,500

1,455,095
900,896
458,934
13,540
36,441

0
28,995
349,388
13,595
36,382
10,005
26,274
102

517,816
304,678
16,020
9,000
2,547
1,310
260
919

123,293
9,728
50,318
△260

流 動 負 債
支 払 手 形
工 事 未 払 金
買 掛 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 成 工 事 受 入 金
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
工 事 損 失 引 当 金
固 定 負 債
リ ー ス 債 務
長 期 預 り 保 証 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金

2,975,275
619,470
582,142
987,373
16,859
322,269
17,263
209,567
24,380
37,952
13,593
26,921
93,556
23,923
616,963
27,689
7,844

528,230
53,200

負 債 合 計 3,592,238
純 資 産 の 部

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

6,410,829
840,687
687,108
687,087

21
4,912,694
77,935

4,834,759
2,371,262
2,463,497
△29,660
3,098
3,098

純 資 産 合 計 6,413,928
資 産 合 計 10,006,167 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,006,167

　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自平成31年４月１日 至令和２年３月31日）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高
完 成 工 事 高 14,031,400
商 品 売 上 高 1,533,855 15,565,255
売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 12,607,064
商 品 売 上 原 価 1,192,565 13,799,629
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 1,424,336
商 品 売 上 総 利 益 341,289 1,765,626
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,296,797
営 業 利 益 468,828
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,944
受 取 配 当 金 20,999
受 取 賃 貸 料 4,165
保 険 解 約 返 戻 金 399
雑 収 入 4,968 32,476
営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,204
雑 支 出 0 1,204
経 常 利 益 500,100
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 273
投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,554 4,827
　税 引 前 当 期 純 利 益 495,273
　法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 223,486
　法 人 税 等 調 整 額 △55,163 168,322
　当 期 純 利 益 326,950

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（自平成31年４月１日 至令和２年３月31日）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 840,687 687,087 21 687,108 77,935 2,371,262 2,212,249 4,661,447

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △75,703 △75,703
当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 326,950 326,950
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　 　
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 　 　 　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 　 　 　 　 　 　 251,247 251,247

当 期 末 残 高 840,687 687,087 21 687,108 77,935 2,371,262 2,463,497 4,912,694
　

株 主 資 本
評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他

有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △29,319 6,159,922 45,004 45,004 6,204,927

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 △75,703 　 　 △75,703
当 期 純 利 益 　 326,950 　 　 326,950
自 己 株 式 の 取 得 △340 △340 　 　 △340
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 　 　 △41,905 △41,905 △41,905

当 期 変 動 額 合 計 △340 250,906 △41,905 △41,905 209,001

当 期 末 残 高 △29,660 6,410,829 3,098 3,098 6,413,928
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
1． 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
　
2． 重要な会計方針に係る事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法 　 その他有価証券

　 イ．時価のあるもの
　期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
出しております。）

　 ロ．時価のないもの
　 移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法 ① 未成工事支出金
　 個別法による原価法
② 商 品
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

（3）固定資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物 ３年～50年
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　 定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定
額法によっております。
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（4）引当金の計上基準 ① 貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

② 賞与引当金
　従業員の賞与に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負
担額を計上しております。

③ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に基づく簡便
法により、自己都合の期末要支給額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。

⑤ 工事損失引当金
　受注工事に係る将来の工事損失に備えるため、当事業年度末
において見込まれる未引渡工事の損失発生見込額を計上してお
ります。

（5）収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工
事契約については工事進行基準を適用し、その他の工事契約に
ついては、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行
基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価
比例法によっております。

（6）消費税等の会計処理 　税抜方式によっております。
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3． 貸借対照表に関する注記
（1）受取手形裏書譲渡高 193,070千円
（2）有形固定資産の減価償却累計額 1,659,217千円
（3）関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。
　 短期金銭債権 298,419千円
　 短期金銭債務 26,421千円
　

4． 損益計算書に関する注記
関係会社との取引は次のとおりであります。

　 売上高 289,062千円
　 仕入高 842,004千円
　 販売費及び一般管理費 19,984千円

　
5． 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当事業年度末日における発行済株式の数 普通株式 650,000株
　
（2）当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 19,232株

（3）剰余金の配当に関する事項
　 ① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円) 配当金の原資 １株当たり配当金(円) 基準日 効力発生日

令和元年６月26日
定時株主総会 普通株式 75,703 利益剰余金 120 平成31年３月31日令和元年６月27日

　
　 ② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　令和２年６月25日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。
　

株式の種類 配当金の総額
(千円) 配当金の原資 １株当たり

配当金(円) 基準日 効力発生日

普通株式 75,692 利益剰余金 120 令和２年３月31日 令和２年６月26日
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6． 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
　 （繰延税金資産）
　 退職給付引当金 160,634千円
　 減損損失 104,357千円
　 賞与引当金 28,450千円
　 未払期末手当 51,276千円
　 役員退職慰労引当金 16,178千円
　 未払事業税 7,666千円
　 投資有価証券評価損 6,156千円
　 一括償却資産 7,845千円
　 工事損失引当金 7,275千円
　 貸倒引当金 839千円
　 その他 8,428千円
　 繰延税金資産小計 399,108千円
　 評価性引当額 △272,617千円
　 繰延税金資産合計 126,491千円

　 （繰延税金負債）
　 その他有価証券評価差額金 △3,198千円
　 繰延税金負債合計 △3,198千円
　 繰延税金資産純額 123,293千円
　
7． リースにより使用する固定資産に関する注記
　 オペレーティング・リース取引
　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
　 １年以内 1,017千円
　 １年超 －千円
　 合計 1,017千円
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8． 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、資金不足が生じた場合は銀行からの借入
により資金を調達しておりますが期末残高は有しておりません。
受取手形及び売掛金並びに完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理の規程に沿ってリス
ク低減を図っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っていま

す。
　

（2）金融商品の時価等に関する事項
令和２年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。
（単位：千円)

　

貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額
（1）現金預金 2,268,599 2,268,599 －
（2）受取手形及び売掛金 1,254,049 1,254,049 －
（3）完成工事未収入金 4,644,260 4,644,260 －
（4）投資有価証券及び関係会社株式

その他有価証券 264,943 264,943 －

（5）支払手形及び買掛金 （1,606,843） （1,606,843） －
（6）工事未払金 （582,142） （582,142） －

　

(＊) 負債に計上されているものについては( )で示しております。
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項
（1）現金預金及び（2）受取手形及び売掛金並びに（3）完成工事未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（4）投資有価証券及び関係会社株式
これらの時価について、株式は取引所の価格、社債については基準気配によっております。

（5）支払手形及び買掛金並びに（6）工事未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（注２） 非上場株式(貸借対照表計上額55,755千円)及びその他の関係会社有価証券(貸借対照表計上額9,000
千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券及び関係会社株式 その他有価証券」には含
めておりません。
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9． 退職給付に関する注記
（1）採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出年金制度並びに退職一時金制度を設けております。（簡便法）
　

（2）退職給付債務に関する事項（令和２年３月31日）
　 退職一時金
　 退職給付債務 528,230千円
　 （退職給付引当金）
　

（3）退職給付費用に関する事項
　 （自 平成31年４月１日 至 令和２年３月31日）
　 イ．退職一時金に係る退職給付費用（簡便法） 52,880千円
　 ロ．確定拠出年金への掛金支払額 20,440千円
　 退職給付費用計 73,320千円
　

10． 持分法損益等に関する注記
（1）関連会社に対する投資の金額 9,000千円
（2）持分法を適用した場合の投資の金額 110,858千円
（3）持分法を適用した場合の投資利益の金額 26,542千円
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11． 関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

　

属性 会社等の名称 資本金
（千円） 事業の内容

議決権等の
所有（被所
有)割合

関係内容
役員の
兼任等 事業上の関係

その他の
関係会社

三菱電機株式会社
（東京都千代田区）

175,820,770 電気機械器具
製造販売

被所有
直接 27.68％

転籍３名
同社従業
員兼任２
名

電気設備工事の受注並
びに商品の仕入
（販売代理店・特約店)

取引の内容 取引金額（千円） 科目 期末残高（千円）

営業取引

電気設備工事の
完成 56,758 　 ― ―

商品の売上 11,938 売掛金 2,900
商品の仕入
（外注費を含む) 921,119 買掛金 24,912
受取手数料
（商品売上原価) 79,738 その他流動資産 6,994

運賃保管料他 19,984 未払金 1,289
　

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
　
取引条件ないし取引条件の決定方針等
（1） 電気設備工事の受注は、当社から見積書を提示し、請負金額を交渉の上、決定しております。
（2） 商品の仕入（仕入割戻を含む）及び販売、電気工事材料他の仕入は、市場価格を参考に交渉の上、決

定しております。
（3） 受取手数料及び運賃保管料他は、他の代理店と同様に、同社の定める料率によっております。
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（2）兄弟会社等
　

属性 会社等の名称 資本金
（千円） 事業の内容

議決権等の
所有（被所
有)割合

関係内容
役員の
兼任等 事業上の関係

その他の
関係会社
の子会社

三菱電機住環境シ
ステムズ株式会社
（東京都台東区）

2,627,000 照明電材住宅設備機械販売 なし なし 商品の販売並びに
商品の仕入

取引の内容 取引金額（千円） 科目 期末残高（千円）

営業取引

商品の売上 206 売掛金 124

商品の仕入 622
買掛金 220

支払手形 166
　

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
　
取引条件ないし取引条件の決定方針等
商品の仕入（仕入割戻を含む）及び販売は、市場価格を参考に交渉の上、決定しております。

　
（3）関係会社

　

属性 会社等の名称 資本金
（千円） 事業の内容

議決権等の
所有（被所
有)割合

関係内容
役員の
兼任等 事業上の関係

関連会社
とかちソーラーフ
ァーム合同会社
（札幌市中央区）

15,000 電気設備工事 所有
直接 33.33％ なし 電気設備工事の受注並

びに保守点検

取引の内容 取引金額（千円） 科目 期末残高（千円）

営業取引 保守点検 19,353 売掛金 8,415
　

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
　
取引条件ないし取引条件の決定方針等
保守点検の受注は、当社から見積書を提示し、請負金額を交渉の上、決定しております。
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属性 会社等の名称 資本金
（千円） 事業の内容

議決権等の
所有（被所
有)割合

関係内容
役員の
兼任等 事業上の関係

関連会社
大樹ソーラーファ
ーム合同会社
（札幌市中央区）

9,000 電気設備工事 所有
直接 33.33％ なし 電気設備工事の受注並

びに保守点検

取引の内容 取引金額（千円） 科目 期末残高（千円）

営業取引 保守点検 11,372 ― ―
　

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
　
取引条件ないし取引条件の決定方針等
保守点検の受注は、当社から見積書を提示し、請負金額を交渉の上、決定しております。

属性 会社等の名称 資本金
（千円） 事業の内容

議決権等の
所有（被所
有)割合

関係内容
役員の
兼任等 事業上の関係

関連会社
合同会社フォーエ
バーエナジー
（札幌市中央区）

4,000 電気設備工事 所有
直接 25.00％ なし 電気設備工事の受注

取引の内容 取引金額（千円） 科目 期末残高（千円）

営業取引 電気設備工事の施
工 189,434 完成工事未収入金 279,984

　

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
　
取引条件ないし取引条件の決定方針等
電気設備工事の受注は、当社から見積書を提示し、請負金額を交渉の上、決定しております。

12． １株当たり情報に関する注記
　 １株当たりの純資産額 10,168円44銭
　 １株当たり当期純利益 518円29銭

　
13． 重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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会計監査人監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
令和２年５月22日

株式会社 北 弘 電 社
取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
札幌事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 林 達 郎 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 柴 本 岳 志 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社北弘電社の平成31年４月１日から令和２年３月31
日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会監査報告書謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成31年４月１日から令和２年３月31日までの第70期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告致します。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに取締役会その他重要な会議に出席し、取
締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び
第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、
当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につい
て検討いたしました。
2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報
告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 令和２年５月26日

株式会社 北 弘 電 社 監査役会
常勤監査役 成 田 政 敏 ㊞
社外監査役 桶 谷 治 ㊞
社外監査役 池 田 篤 義 ㊞

　

以 上
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

第70期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業展開並びに内部留保の状況を勘案し、以下の
とおりといたしたいと存じます。
1. 配当財産の種類

金銭
2. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 120円
総額 75,692,160円

3. 剰余金の配当が効力を生じる日
令和２年６月26日

第２号議案 定款一部変更の件
1. 提案の理由
　取締役及び監査役として適切な人材を確保し、期待される役割を十分に発揮できるようにするため、
取締役会の決議によって法令の定める範囲内で取締役及び監査役の責任を免除することができる旨、並
びに取締役及び監査役との間で責任限定契約を締結することができる旨の規定として、第32条（取締役
の責任免除）及び第44条（監査役の責任免除）を新設するものです。
　その他、所要の変更を行うものであります。
　なお、第32条（取締役の責任免除）の新設につきましては、監査役全員の同意を得ております。
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2. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

第４章 取締役及び取締役会 第４章 取締役及び取締役会

第20条から第31条（条文省略） 第20条から第31条（現行どおり）

（新設） （取締役の責任免除）
第32条 本会社は、会社法第426条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる取締役（取締役
であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の
限度内において、取締役会の決議によって免除
することができる。

２ 本会社は、会社法第427条第１項の規定に従
い、取締役（業務執行取締役等であるものを除
く）との間に任務を怠ったことによる損害賠償
責任を限定する契約を締結することができる。
ただし、当該契約に基づく責任の限度額は法令
が定める額とする。

第５章 監査役及び監査役会 第５章 監査役及び監査役会

第32条から第34条（条文省略） 第33条から第35条（現行どおり）

（補欠監査役の選任）
第35条 本会社は、会社法第329条第２項の規定に

基づき、法令の定める監査役の員数を欠くこと
になる場合に備え、株主総会において補欠監査
役を選任することができる。

（補欠監査役の選任）
第36条 本会社は、会社法第329条第３項の規定に

基づき、法令の定める監査役の員数を欠くこと
になる場合に備え、株主総会において補欠監査
役を選任することができる。

２ （条文省略） ２ （現行どおり）

第36条から第42条（条文省略） 第37条から第43条（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（新設） （監査役の責任免除）
第44条 本会社は、会社法第426条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる監査役（監査役
であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の
限度内において、取締役会の決議によって免除
することができる。

２ 本会社は、会社法第427条第１項の規定に従
い、監査役との間に任務を怠ったことによる損
害賠償責任を限定する契約を締結することがで
きる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額
は法令が定める額とする。

第43条から第52条（条文省略） 第45条から第54条（現行どおり）
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第３号議案 取締役６名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって取締役５名（全員）の任期が満了いたします。
　つきましては、経営監督機能の強化及び経営の透明性の向上を図るため、社外取締役を１名増員し、取締
役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

脇
わき
　 田

た
　 智

とも
　 明

あき

（昭和34年１月22日）

昭和56年４月 三菱電機株式会社入社
平成14年10月 同社関西支社電力部長
平成17年５月 同社本社電力事業部電力部長
平成18年４月 同社関西支社原子力部長
平成21年４月 同社関西支社副支社長
平成22年10月 同社北海道支社長
平成23年６月 当社取締役
平成26年４月 三菱電機株式会社関西支社執行役員

支社長
平成28年 4 月 当社社長付
平成28年６月 当社代表取締役社長（現任）

1,000株

＜候補者とした理由＞
脇田智明氏は、当社のその他の関係会社である三菱電機株式会社の関西支社執行役員支社長等の
要職を経て、平成28年６月より当社代表取締役社長を務めております。事業運営における幅広い
知見や経営に関する豊富な経験・実績を有しており、当社の持続的な成長と企業価値の向上を図
る観点から、当社の経営に対する意思決定や監督を行う取締役として適任と判断しております。

２

わた なべ じゅん

渡 邉 純
（昭和35年６月12日）

昭和58年４月 三菱電機株式会社入社
平成25年４月 同社東北支社総務部長
平成28年４月 当社経営企画本部長付
平成28年６月 当社取締役経営企画本部長
平成29年６月 当社代表取締役常務経営企画本部長

（現任）

300株

＜候補者とした理由＞
渡邉 純氏は、当社のその他の関係会社である三菱電機株式会社の東北支社総務部長を経て、平
成28年６月より当社取締役に就任し、現在、代表取締役常務経営企画本部長を務めております。
経営企画部門における幅広い知見に加え、豊富な経験・実績を有しており、当社の持続的な成長
と企業価値の向上を図る観点から、当社の経営に対する意思決定や監督を行う取締役として適任
と判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

３

稲
いな
　 村

むら
　 尊

たか
　 史

し

（昭和31年１月17日）

昭和53年４月 当社入社
平成17年４月 当社内線事業部内線営業二部長
平成19年４月 当社内線事業本部副本部長

兼内線営業部長
平成20年４月 当社執行役員内線事業本部副本部長

兼内線営業部長
平成22年６月 当社取締役内線事業本部副本部長

兼内線営業部長
平成22年８月 当社取締役内線事業本部副本部長

兼営業統括
平成26年４月 当社取締役内線事業本部副本部長
平成27年６月 当社常務取締役内線事業本部長
平成31年４月 当社常務取締役全社技術統括（現任）

1,400株

＜候補者とした理由＞
稲村尊史氏は、長年に亘り当社の屋内配線工事事業に携わり、平成22年６月より当社取締役に就
任し、現在、常務取締役全社技術統括を務めております。屋内配線工事事業における幅広い知見
に加え、豊富な経験・実績を有しており、当社の持続的な成長と企業価値の向上を図る観点か
ら、当社の経営に対する意思決定や監督を行う取締役として適任と判断しております。

４

馬
ま
　 渕

ぶち
　 直

なお
　 樹

き

（昭和38年４月７日）

昭和61年４月 北海道電力株式会社入社
平成21年４月 同社札幌統括電力センター砂川電力

センター所長
平成26年４月 同社工務部送電グループリーダー
平成29年４月 同社苫小牧統括電力センター所長
平成30年４月 当社電力事業本部長付
平成30年６月 当社取締役電力事業本部長（現任）

700株

＜候補者とした理由＞
馬渕直樹氏は、当社の重要顧客である北海道電力株式会社の苫小牧統括電力センター所長等の要
職を経て、平成30年６月より当社取締役電力事業本部長を務めております。電力関連工事事業に
おける幅広い知見に加え、豊富な経験・実績を有しており、当社の持続的な成長と企業価値の向
上を図る観点から、当社の経営に対する意思決定や監督を行う取締役として適任と判断しており
ます。

５

※
宮
みや
　 木

き
　 一

いち
　 郎

ろう

（昭和42年２月26日）

平成２年４月 三菱電機株式会社入社
平成27年４月 同社四国支社ビルシステム部長
平成29年４月 同社九州支社ビルシステム部長
令和２年４月 同社北海道支社長（現任）

0株

＜候補者とした理由＞
宮木一郎氏は、当社のその他の関係会社である三菱電機株式会社の北海道支社長を務めており、
同社で培われた幅広い知見に加え、豊富な経験・実績を有しており、当社の持続的な成長と企業
価値の向上を図る観点から、当社の経営に対する意思決定や監督を行う社外取締役として適任と
判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

６

※
廣
ひろ
　 部

べ
　 眞

まさ
　 行

ゆき

（昭和31年３月３日）

昭和57年４月 東京地方検察庁検事
昭和58年４月 函館地方検察庁検事
昭和60年４月 甲府地方検察庁検事
昭和62年４月 東京地方検察庁検事
平成元年４月 札幌地方検察庁検事
平成４年４月 千葉地方検察庁検事
平成５年４月 弁護士登録（馬場正昭法律事務所

勤務）
平成６年４月 廣部眞行法律事務所開設
平成17年９月 廣部・八木法律事務所開設（現任）
平成28年５月 イオン北海道株式会社社外取締役

（現任）

0株

＜候補者とした理由＞
廣部眞行氏は、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を有するとともに、他社での社外取締役
の経験をお持ちであり、これらを当社の経営監督機能の強化及び経営の透明性の向上に活かして
いただきたいため、社外取締役候補者としております。なお、同氏は社外役員となること以外の
方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を
遂行できるものと判断しております。

　

（注）1. ※は新任の取締役候補者であります。
2. 各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。
3. 宮木一郎、廣部眞行の両氏の取締役選任が承認可決された場合は、第２号議案「定款一部変更の件」
の承認可決を条件として、当社は両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。

4. 宮木一郎、廣部眞行の両氏は、社外取締役候補者であります。
5. 宮木一郎氏は、三菱電機株式会社の業務執行者であり、当社は同社の持分法適用会社であります。
6. 廣部眞行氏は、札幌証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認
された場合には、独立役員として指定する予定であります。
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第４号議案 監査役３名選任の件
監査役 成田政敏及び桶谷 治の両氏は、本総会終結の時をもって任期が満了となり、監査役 池田篤義
氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役３名の選任をお願いするものであります。
なお、候補者 西村 盛氏は、監査役 池田篤義氏の補欠として選任されることとなりますので、その任
期は当社定款の定めにより、退任した監査役の任期満了の時までとなります。
本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位及び重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

桶
おけ
　 谷

たに
　 治

おさむ

（昭和38年１月30日）
平成元年３月 弁護士登録（牧口法律事務所勤務）
平成３年４月 桶谷法律事務所開設（現任）
平成16年６月 当社監査役(現任)

0株

＜候補者とした理由＞
桶谷 治氏は、弁護士として豊富な経験と幅広い見識を有するとともに、企業法務に精通してお
り、また、自ら、現在所員13名の法律事務所の代表者として、平成３年以降29年間にわたりそ
の経営に従事してきたことから、社外監査役としての職務を適切に遂行することができるものと
判断しており、また、これらの見識と経験を当社の監査に活かしていただきたく、社外監査役候
補者としております。

２

※
樋
ひ
　 口

ぐち
　 博

ひろ
　 之

ゆき

（昭和34年5月28日）

昭和57年４月 三菱電機株式会社入社
平成17年６月 同社鎌倉製作所総務部長
平成20年４月 同社静岡製作所総務部長
平成23年４月 三菱電機インフォメーションシステ

ムズ株式会社取締役総務部長
平成28年４月 三菱電機ロジスティクス株式会社取

締役総務部長
平成30年６月 同社常務取締役総務部長
令和２年４月 当社顧問（現任）

0株

＜候補者とした理由＞
樋口博之氏は、当社のその他の関係会社である三菱電機株式会社で総務部長を務めた後、その子
会社である三菱電機インフォメーションシステムズ株式会社並びに三菱電機ロジスティクス株式
会社の取締役を務めており、企業経営者としての幅広い知見に加え、豊富な経験・実績を当社の
監査体制に活かしていただけると判断し、社外監査役候補者としております。

３

※
西
にし
　 村

むら
　 盛

さかり

（昭和45年12月23日）

平成５年４月 三菱電機株式会社入社
平成31年４月 同社関係会社部経営企画担当部長

（現任）
0株

＜候補者とした理由＞
西村 盛氏は、当社のその他の関係会社である三菱電機株式会社の関係会社部経営企画担当部長
を務めており、同社で培われた幅広い知見に加え、豊富な経験・実績を当社の監査体制に活かし
ていただけると判断し、社外監査役候補者としております。
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（注）1. ※は新任の監査役候補者であります。
　 2. 各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

3. 桶谷 治、樋口博之、西村 盛の各氏の監査役選任が承認可決された場合は、第２号議案「定款一
部変更の件」の承認可決を条件として、当社は各氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。

4. 桶谷 治、樋口博之、西村 盛の各氏は、社外監査役候補者であります。
なお、当社は桶谷 治氏を、札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。

5. 桶谷 治氏の当社社外監査役就任期間は本定時株主総会終結の時をもって16年となります。

第５号議案 補欠監査役１名選任の件
本総会開催の時をもって、平成30年６月27日開催の第68回定時株主総会において選任いただいた補欠監

査役 岩山俊一氏の選任の効力が失効しますので、改めて、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場
合に備え、候補者 成田政敏氏の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

　

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位及び重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

成
なり
　 田

た
　 政

まさ
　 敏

とし

（昭和26年12月10日）

昭和45年４月 三菱電機株式会社入社
平成12年６月 当社監査役
平成14年６月 三菱電機株式会社東北支社総務部長
平成16年12月 同社北海道支社総務部長
平成21年４月 当社経営企画本部本部長付
平成21年６月 当社取締役経営企画本部長
平成22年６月 当社代表取締役常務経営企画本部長
平成26年４月 当社代表取締役常務経営企画本部長

兼産業機器システム事業本部長
平成27年６月 当社代表取締役常務経営企画本部長
平成28年６月 当社監査役（現任）

1,600株

　

（注）1. 候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。
2. 成田政敏氏を監査役の補欠として選任する理由は、同氏は当社の監査役として監査業務に従事して
おり、その豊富な専門知識と経験を活かしていただくため補欠監査役として選任をお願いするもの
であります。
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第６号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
監査役 成田政敏氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますので、在任中の功労に報い
るため、当社における一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的金
額、贈呈の時期、方法等については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。退任監査役の略歴は、次の
とおりであります。

　

氏 名 略 歴

成
なり
　 田

た
　 政

まさ
　 敏

とし
平成28年６月 当社監査役 現在に至る

　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図

会 場 札幌市中央区北11条西23丁目２番10号
株式会社北弘電社 本社 ８階会議室
電話 011（640）2231

本年は株主総会ご出席者へのお土産を取りやめさせていただきます。
何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

交通機関
　地下鉄東西線「二十四軒駅」下車 ５番出口より徒歩５分
会場には駐車場を用意してございませんので、公共交通機関等をご利用願います。
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